
町田市就学援助費支給要綱の一部改正について 

１ 改正理由 

  改正の理由は、次のとおりです。 

（１）入学準備金の支給について、支給対象者、申請期限及び支給認定

の取消しに関する規定を整備するため

（２）就学援助費の支給方法に関する規定を改めるため

（３）国の要保護児童生徒援助費補助金の予算単価の引き上げを踏まえ、

準要保護者に対するオンライン学習通信費及び小学校の入学準

備金の支給額を増額するため

２ 改正内容 

改正の内容は、次のとおりです。 

（１）入学準備金の支給対象者となる就学予定者の保護者に関する規定

を改めます。（第３関係）

（２）入学準備金の支給の申請期限に関する規定を加えます。（第６関

係） 

（３）就学援助費の支給方法に関する規定について、校長が管理する口

座に振り込む場合の保護者からの委任について明記します。（第

７関係）

（４）入学準備金の入学前支給について、就学予定者が入学前に市外に

転出等した場合の支給認定の取消しに関する規定を加えます。

（第９関係）

（５）オンライン学習通信費の支給額を１，０００円から１，１７０円

に、小学校の入学準備金の支給額を５１，１１０円から５４，０

６０円に増額します。（別表第２関係）

（６）その他文言の整理を行います。

３ 施行期日 

２０２２年１１月７日から施行し、改正内容の（５）は、２０２２

年４月１日から適用します。 

報告事項―２  

（学務課） 



町田市就学援助費支給要綱の一部を改正する要綱  

町田市就学援助費支給要綱（２０００年４月１日施行）の一部を次のように改

正する。  

次の表に掲げる規定の下線を付した部分について改正する。  

改正後 改正前 

第３ 支給対象者 第３ 支給対象者 

援助費の支給の対象となる者（以下「支給

対象者」という。）は、要保護者又は準要保

護者であって、次の各号のいずれかに該当す

るものとする。 

援助費の支給の対象となる者は、要保護者

又は準要保護者であって、次の各号のいずれ

かに該当するものとする。 

（１）・（２）略 （１）・（２）略 

（３）市内に住所又は居所を有し、かつ、公立

中学校の夜間学級に就学している生徒（以

下「夜間学級生徒」という。）（当該生徒

が未成年者である場合にあっては、その保

護者） 

（３）市内に住所又は居所を有し、かつ、公立

中学校の夜間学級に就学している生徒（当

該生徒が未成年者である場合にあっては、

その保護者） 

（４）市内に住所又は居所を有し、かつ、小学

校又は中学校に就学を予定している就学予

定者（学校教育法施行令（昭和２８年政令

第３４０号）第５条第１項に規定する就学

予定者をいう。以下同じ。）の保護者 

（４）市内に住所又は居所を有し、かつ、小学

校又は中学校に就学を予定している就学予

定者（学校教育法施行令（昭和２８年政令

第３４０号）第５条第１項に規定する就学

予定者をいう。以下同じ。）の保護者（当

該就学予定者が就学後に引き続き市内に住

所又は居所を有する場合に限る。） 

（５）略 （５）略 

第４ 支給対象費目等 第４ 支給対象費目等 

１ 援助費の支給の対象となる費目は、別表

第１の左欄に掲げるとおりとし、それぞれ

同表の右欄に定める者に支給する。 

 

援助費の支給の対象となる費目は、別表第

１の左欄に掲げるとおりとし、それぞれ同表

の右欄に定める者に支給する。ただし、他の

制度により同様の支給を受ける費目について

は、援助費を支給しない。 

２ 前項の規定にかかわらず、同項に規定す

る者がこの要綱の規定に基づく援助以外の

公費による援助を受けているときは、当該

援助により金銭を支給された費目に相当す

る費目に係る援助費については、支給しな

い。 

 



第６ 援助費の支給認定等 第６ 援助費の支給認定等 

１ 援助費の支給を受けようとする者は、別

に定める申請書及び世帯の合計所得金額が

確認できる書類その他教育長が必要と認め

る書類を教育長に提出し、その認定（以下

「支給認定」という。）を受けなければな

らない。ただし、教育長は、当該書類によ

り証明すべき事実を公簿等により確認する

ことができるときは、当該書類の添付を省

略させることができる。 

１ 援助費の支給を受けようとする者は、別

に定める申請書に世帯の合計所得金額が確

認できる書類を添えて教育長に提出し、そ

の認定（以下「支給認定」という。）を受

けなければならない。ただし、教育長は、

当該書類により証明すべき事実を公簿等に

より確認することができるときは、当該書

類の添付を省略させることができる。 

２ 第４第１項に規定する費目のうち入学準

備金の支給を受けようとする者は、次の各

号に掲げる支給対象者の区分に応じ、それ

ぞれ当該各号に定める期間内に前項の規定

による申請をしなければならない。 

 

（１）準要保護者であって、第３第１号又は

第２号に該当する者 学齢児童が小学校

に就学した年又は学齢生徒が中学校に就

学した年の４月１日から同月３０日まで 

 

（２）準要保護者であって、第３第３号に該

当する者 夜間学級生徒が中学校に入学

した年の４月１日から同月３０日まで 

 

（３）準要保護者であって、第３第４号に該

当する者 教育長が別に定める期間 

 

３ 教育長は、第１項の規定による申請があ

ったときは、その内容を審査し、支給認定

を行うものとする。 

２ 教育長は、前項の規定による申請があっ

たときは、その内容を審査し、支給認定を

行うものとする。 

４ 略 ３ 略 

第７ 援助費の支給方法 第７ 援助費の支給方法 

１ 援助費は、支給認定を受けた者（以下「支

給認定者」という。）が指定する口座に振

り込むことにより支給する。ただし、支給

認定者が援助費の受領権限を当該支給認定

に係る児童又は生徒が在籍する学校の校長

に委任する場合は、当該校長が管理する口

座に振り込むことにより支給する。 

１ 援助費は、支給認定を受けた者（以下「支

給認定者」という。）が指定する口座又は

当該支給認定に係る児童若しくは生徒が在

籍する学校の学校長の口座に振り込むこと

により支給する。 

２～４ 略 ２～４ 略 

第９ 支給認定の取消し 第９ 支給認定の取消し 

１ 教育長は、支給認定者が次の各号のいず １ 教育長は、支給認定者が次の各号のいず



れかに該当するときは、その支給認定を取

り消すことができる。 

れかに該当するときは、その支給認定を取

り消すことができる。 

（１）略 （１）略 

（２）支給対象者の要件に該当しなくなった

とき（次号に該当するときを除く。）。 

（２）第３に規定する支給対象者の要件に該

当しなくなったとき。 

（３）準要保護者であって、第３第４号に該

当する支給対象者が入学準備金の支給認

定を受けた後、当該支給認定に係る就学

予定者が就学前に市内に住所又は居所を

有しなくなったとき（当該就学予定者が

住所又は居所を有することとなった他の

地方公共団体において、当該支給対象者

が申請することができる入学準備金その

他これに相当する費目に係る援助費を支

給する制度がある場合に限る。）。 

 

（４）略 （３）略 

２ 略 ２ 略 

別表第２（第５関係） 別表第２（第５関係） 

支給対

象費目 

支給対象学

年等 

支給額 備

考 

略 略 略 略 

オ ン ラ

イ ン 学

習 通 信

費 

小学校及び

中学校全学

年 

１世帯につ

き１月当た

り１，１７

０円 

 

入 学 準

備金 

小学校の就

学予定者又

は小学校第

１学年 

５４，０６

０円 

 

略 略  

略 略 略 略 
 

支給対

象費目 

支給対象学

年等 

支給額 備

考 

略 略 略 略 

オ ン ラ

イ ン 学

習 通 信

費 

小学校及び

中学校全学

年 

１世帯につ

き１月当た

り１，００

０円 

 

入 学 準

備金 

小学校の就

学予定者又

は小学校第

１学年 

５１，１１

０円 

 

略 略  

略 略 略 略 
  



附 則  

 （施行期日等）  

１ この要綱は、２０２２年１１月７日から施行し、改正後の別表第２の規定は、

同年４月１日から適用する。  

 （２０２２年度における入学準備金に係る特例措置）  

２ この要綱による改正前の町田市就学援助費支給要綱（以下「旧要綱」という。）

の規定により旧要綱第３第４号に該当して２０２１年度中に入学準備金（小学

校の就学予定者に係るものに限る。）の支給を受けた者が、２０２２年４月１

日時点において、準要保護者であって、旧要綱第３第１号及び第２号のいずれ

かに該当するものとして、旧要綱第６の規定による支給認定を受けたときは、

当該認定を受けた者に対し、旧要綱別表第２入学準備金の部小学校の就学予定

者又は小学校第１学年の項に規定する額とこの要綱による改正後の別表第２

入学準備金の部小学校の就学予定者又は小学校第１学年の項に規定する額と

の差額に相当する額を支給するものとする。  

 


